平成２４年第４回長久手市議会定例会議案概要説明書
平成２４年１１月３０日（金）開会
　平成２４年第４回長久手市議会定例会議案概要説明一覧表
	議案番号
	議　案　名
	議　　案　　の　　概　　要

	議案第５３号
	平成２４年度長久手市一般会計補正予算（第３号）
	歳入歳出とも、４億５，４６９万７千円の増額で予算総額を

１６３億９，６４７万７千円とするものです。

　歳入といたしましては、繰越金、市税、県支出金等の増額並びに繰入金及び地方特例交付金の減額です。

歳出といたしましては、土木費、民生費、総務費等の増額並びに農林水産業費及び衛生費の減額です。

	議案第５４号
	平成２４年度長久手市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）
	歳入歳出とも、２億４，１４０万２千円の増額で予算総額を

３５億６，４３３万８千円とするものです。

歳入といたしましては、繰入金、繰越金、前期高齢者交付金等の増額です。

歳出といたしましては、保険給付費、諸支出金、後期高齢者支援金等の増額です。

	議案番号
	議　案　名
	議　　案　　の　　概　　要

	議案第５５号
	長久手市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例について
	この案を提出するのは、特別職の職員で非常勤のものの報酬について、近隣市との均衡を図るため並びに英語指導嘱託員及び精神保健福祉士業務嘱託員の報酬の額を定めることに関し、条例の一部を改正する必要があるからです。
条例改正の内容は、教育委員会の委員長の報酬の額を「年額３６万円」から「月額５万円」に、委員の報酬の額を「年額３３万円」から「月額３万８千円」に改め、監査委員の識見を有する者のうちから選任される者の報酬の額を「年額３３万円」から「月額６万円」に、議員のうちから選任される者の報酬の額を「年額２８万円」から「月額２万６千円」に改め、農業委員会委員の報酬の額「年額１５万円」を農業委員会の会長の報酬の額「月額１万９千円」、農業委員会の委員の報酬の額「月額１万６千円」に改め、「英語指導嘱託員」及び「精神保健福祉士業務嘱託員」の報酬の額を規定することです。
なお、この条例は、平成２５年４月１日から施行するものとします。

	議案番号
	議　案　名
	議　　案　　の　　概　　要

	議案第５６号
	長久手市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の制定について
	この案を提出するのは、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」の施行による介護保険法の一部改正に伴い、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定めるため、条例を制定する必要があるからです。
条例制定の内容は、第１章に「総則」、第２章に「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」、第３章に「夜間対応型訪問介護」などを規定する全９章２０２条で構成するものです。
なお、この条例は、平成２５年４月１日から施行するものとします。
また、附則第２条から附則第１４条までに経過措置を規定するものとします。

	議案第５７号
	長久手市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の制定について
	この案を提出するのは、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」の施行による介護保険法の一部改正に伴い、指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定めるため、条例を制定する必要があるからです。

条例制定の内容は、第１章に「総則」、第２章に「介護予防認知症対応型通所介護」、第３章に「介護予防小規模多機能型居宅介護」などを規定する全４章９０条で構成するものです。

なお、この条例は、平成２５年４月１日から施行するものとします。
また、附則第２条から附則第４条までに経過措置を規定するものとします。

	議案番号
	議　案　名
	議　　案　　の　　概　　要

	議案第５８号
	長久手市移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する基準を定める条例の制定について
	この案を提出するのは、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」の施行による「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」の一部改正に伴い、市が設置する都市公園に係る移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する基準を定めるため、条例を制定する必要があるからです。
条例制定の内容は、第１条に趣旨、第２条に定義、第３条に一時使用目的の特定公園施設などを規定する全１４条で構成するものです。
なお、この条例は、平成２５年４月１日から施行するものとします。

	議案第５９号
	長久手市都市公園条例の一部を改正する条例について
	この案を提出するのは、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」の施行による都市公園法の一部改正に伴い、条例の一部を改正する必要があるからです。
条例改正の内容は、第１条の２として「都市公園の配置及び規模に関する技術的基準」を追加し、第１条の３として「公園施設として設けられる建築物の建築面積に関する基準」を追加することです。

なお、この条例は、平成２５年４月１日から施行するものとします。


	議案番号
	議　案　名
	議　　案　　の　　概　　要

	議案第６０号
	長久手市地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条例の制定について
	この案を提出するのは、建築基準法第６８条の２第１項の規定に基づき、地区計画等の区域内における建築物の敷地、構造又は用途に関する制限について必要な事項を定めるため、条例を制定する必要があるからです。
条例制定の内容は、第１条に目的、第２条に定義、第３条に適用区域などを規定する全１７条で構成するものです。
なお、この条例は、公布の日から施行するものとします。

	議案第６１号
	長久手市地区計画等の案の作成手続に関する条例の一部を改正する条例について
	この案を提出するのは、都市計画法施行令の一部改正に伴い、条例の一部を改正する必要があるからです。

条例改正の内容は、所要の規定の整理を行うことです。
なお、この条例は、公布の日から施行するものとします。

	議案第６２号
	長久手市下水道条例の一部を改正する条例について
	この案を提出するのは、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」の施行による下水道法の一部改正に伴い、条例の一部を改正する必要があるからです。
条例改正の主な内容は、第２５条から第２９条までに公共下水道の構造の技術上の基準を追加することなどです。

なお、この条例は、平成２５年４月１日から施行するものとします。

	議案番号
	議　案　名
	議　　案　　の　　概　　要

	議案第６３号
	財産の買入れについて
	購入いたします土地は、卯塚墓園用地として、長久手市市ケ洞４４番３０

（長湫南部土地区画整理組合４２街区４）で、
面積は、１２，００２．４２平方メートルです。

　買入金額は、１２億２４万２，０００円で、
長湫南部土地区画整理組合　理事長　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps18 \o\ad(\s\up 13(みずの),水野)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps18 \o\ad(\s\up 13(けん),賢)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps18 \o\ad(\s\up 13(じ),二)から購入するものです。

	議案第６４号
	尾張土地開発公社定款の一部を改正する定款について

	この案を提出するのは、公社の設立団体の数の減少に伴い、公有地の拡大の推進に関する法律第１４条第２項の規定により、定款の変更について設立団体の議決の必要があるからです。

定款の改正の主な内容は、公社を構成している設立団体から「西春日井郡豊山町」、「丹羽郡大口町」及び「丹羽郡扶桑町」を削り、公社の理事の数及び基本財産額を改めることなどです。

なお、この定款は、平成２５年４月１日から施行するものとします。

	議案番号
	議　案　名
	議　　案　　の　　概　　要

	議案第６５号
	長久手市都市公園の指定管理者の指定について
	この案を提出するのは、地方自治法第２４４条の２第３項の規定に基づき、後山公園をはじめ３８の長久手市都市公園の指定管理者を指定するため必要があるからです。
指定管理者となる団体は、長久手市井堀１３０８番地　長久手緑化事業協力会で、指定の期間は平成２５年４月１日から平成２８年３月３１日までの３年間です。


	議案第６６号
	長久手市証人等の実費弁償に関する条例の一部を改正する条例について
	この案を提出するのは、地方自治法の一部改正に伴い、条例の一部を改正するため必要があるからです。

条例改正の主な内容は、第２条に、本会議において、参考人として出頭した者及び公聴会に参加した者を実費弁償の支給対象とする規定を追加することなどです。

なお、この条例は、公布の日から施行するものとします。

また、附則第２条に経過措置を規定するものとします。

	議案番号
	議　案　名
	議　　案　　の　　概　　要

	承認第４号
	平成２４年度長久手市一般会計補正予算（第２号）
	平成２４年１２月１６日執行予定の衆議院議員総選挙を執行するに当たり、

地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき、

関係予算を平成２４年１１月１６日に専決処分しました。

これに伴い、地方自治法第１７９条第３項の規定により議会に報告し、承認を求めるものです。
　予算の内容は、歳入歳出とも１，６７９万５千円の増額で、予算総額を

１５９億４,１７８万円とするものであります。

　歳入といたしましては、県支出金の増額です。補正額のすべてが「衆議院議員総選挙市町村交付金」です。
歳出といたしましては、総務費の増額です。

主なものとしましては、投開票事務従事者手当５４４万２千円、お知らせ券郵送、ポスター掲示場設置・撤去、期日前投票所開設等に７９２万１千円、電算事務に３４３万２千円です。
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